
岩手県保育対策総合支援事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関しては、「保育対策総合

支援事業費補助金交付要綱」（平成30 年 10 月 17 日付け厚生労働省発子1017 第５号厚生労働事務次官通

知）、「令和５年度（令和４年度からの繰越分）保育対策総合支援事業費補助金（保育所等改修費等支援事

業等（令和４年度第２次補正予算分）分）交付要綱」（令和５年７月14日付けこ成事第356号こども家庭

庁長官通知）、「保育人材確保事業の実施について」（平成29年４月17日付け雇児発0417第２号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「保育人材確保通知」という。）、「認可保育所等設置支援等事業の

実施について」（令和５年４月 19 日付けこ成保第 15 号こども家庭庁成育局長通知。以下「保育所設置支

援通知」という。）、「保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業）（令和４年度

第２次補正予算分）の実施について」（令和５年２月 10 日付け子発 0210 第６号厚生労働省子ども家庭局

長通知。以下「保育所等業務効率化推進通知」という。）、「多様な保育促進事業の実施について」（平成

29 年４月 17 日付け雇児発 0417 第４号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「多様な保育促進

通知」という。）及び岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）の規

定によるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（交付の目的） 

第２ この補助金は、地域の実情に応じた多様な保育需要に対応するため、知事が適当と認めた者（盛岡市

内に所在する施設の設置者及び盛岡市内に所在する施設に勤務する者を除く。）又は市町村が行う保育人

材の確保及び保育環境の改善等に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することにより、もっ

て子どもを安心して育てることができる体制整備を行うことを目的とする。 

（補助金の交付の対象）  

第３ 第２に規定する経費及びこれに対する補助率等は、別表第１のとおりとし、交付額は次により算出さ

れた額の合計額とする。ただし、別表第１の事業ごとの算出額に1,000 円未満の端数が生じた場合には、

これを切り捨てるものとする（送迎用バスの安全装置の設置を行う事業は除く）。 

(１) 事業ごとに、基準額と経費の実支出額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収

入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

(２) (１)により選定された額に事業ごとの補助率を乗じて得た額の合計額を交付額とする。 

 

 



（補助金の前金払） 

第４ 知事は、必要があると認める場合においては、前金払をすることがある。 

（交付の条件） 

第５ この補助金の交付の決定には、次の条件を付すものとする。 

(１) 別表第１の事業の区分を超えて、事業に要する経費の配分を変更する場合には、知事の承認を受け

なければならない。 

(２) 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、補助の目的、概要を変更しない範囲

において、補助金交付決定額の減額変更をしようとする場合とする。 

(３) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、速やかに知事に報

告してその指示を受けなければならない。 

(４) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、

当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承

認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

(５) 市町村が補助金を民間団体に交付する場合には、(１)から(４)までに掲げる条件を付さなければな

らない。この場合において、「知事」とあるのは、「市町村長」と読み替えるものとする。 

（申請の取下期日） 

第６ 規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日から起算し

て15日以内とする。 

（立入検査等） 

第７ 知事は、予算の執行の適正を期するため、補助事業者（市町村を除く。）に対して、必要な報告を求

め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を補助金の交付により実施する場合において、当該補助金の交

付に当たっては、知事が、予算の執行の適正を期するため、当該補助金の交付を受ける者に対して、必要

な報告を求め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査

させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を附さなければならない。  

３ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委託の業務を行う者

と契約を締結するに当たっては、知事が、予算の執行の適正を期するため、当該委託の業務を行う者に対

して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物

件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を附さなければならない。 



（提出書類及び提出期日） 

第８ 実施要綱及び規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表第２のとおりと

する。 

（その他） 

第９ この要綱に定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成27年12月４日から施行し、平成27年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成30年12月11日から施行し、平成30年度分の補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年11月25日から施行し、令和元年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年11月26日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年２月10日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和３年10月６日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和３年12月27日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年10月26日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年２月７日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年10月４日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。 

  



別表第１（第３関係） 
区 分 事 業 補助事業者 基準額 経 費 補助率 

直接補助事業 保育教諭確保のための保育士

資格取得支援事業（児童福祉

法（昭和 22 年法律第 164

号。以下「法」という。）第

18 条の６に基づき都道府県

知事の指定する保育士を養成

する学校その他の施設（以下

「養成施設」という。）受講

料等補助） 

認定こども園及び認定こど

も園への移行を予定してい

る保育所、幼稚園、認定こ

ども園等の施設（以下「認

定こども園等」という。）

の設置者又は当該施設に勤

務する対象者 

養成施設の受講に要した経費の２分の

１に相当する額以内の額（ただし、１

人当たり100,000円を上限とする。） 

保育人材確保通知別添

１保育士資格取得支援

事業実施要綱Ⅰ６

（３）①に基づき、保

育士資格取得支援事業

を実施するために必要

な経費 

10/10 

保育教諭確保のための保育士

資格取得支援事業（代替保育

士雇上費補助） 

 

認定こども園及び認定こど

も園への移行を予定してい

る施設（公立施設を除く。

以下「私立認定こども園

等」という。）の設置者 

代替保育士１人１日当たり7,220円   

幼稚園教諭免許状を有する者

の保育士資格取得支援事業 

幼稚園教諭免許状を有する

ものであって、かつ、保育

士資格を有していない者 

養成施設の受講に要した経費の２分の

１に相当する額以内の額（ただし、１

人当たり100,000円を上限とする。） 

  

保育所等保育士資格取得支援

事業 

保育所、認定こども園、認

定こども園への移行を予定

している幼稚園、乳児院、

児童養護施設（いずれも国

又は地方公共団体が設置し

たものを除く。以下「私立

保育所等」という。）の設

置者又は当該施設に勤務す

る対象者 

養成施設の受講に要した経費の２分の

１に相当する額以内の額（ただし、以

下の額を上限とする。） 

ア 養成施設を卒業することにより保

育士資格を取得する場合 

  １人当たり300,000円 

イ 「保育士試験の実施について」

（平成 15 年 12 月１日雇児発第

1201002 号雇用均等・児童家庭局長

通知。以下、「試験実施通知」とい

う。）の別表の②及び③により保育

士資格を取得する場合 

  １人当たり100,000円 

ウ 試験実施通知の別表①により保育

士資格を有する場合 

  １人当たり200,000円 

  

新型コロナウイルス感染症に

係る保育所等事業継続支援事

業 

法第 59 条の２第１項の規

定に基づく届出を行ってい

る認可外保育施設（法第６

条の３第 11 項に規定する

業務を目的とする施設（以

下「認可外の居宅訪問型保

育事業」という。）にあっ

ては、複数の保育に従事す

る者を雇用しているものに

限る。） 

１ 認可外の居宅訪問型保育事業以外

の施設 

ア 定員が19人以下の施設 

  １施設当たり300,000円 

イ 定員が20人以上59人以下の 

施設 

  １施設当たり400,000円 

ウ 定員が60人以上の施設 

  １施設当たり500,000円 

２ 認可外の居宅訪問型保育事業 

１施設当たり300,000円 

保育所設置支援通知別

添５保育環境改善等事

業実施要綱に基づき、

新型コロナウイルス感

染症に係る保育所等事

業継続支援事業として

行うために必要な経費

（補助金の交付決定を

受けた年度の２月末分

までの経費に限り、法

第59条の２第１項の規

定に基づく届出前に要

した経費を除く。） 

 

10/10 

保育士資格取得・登録に係る

オンライン手続化事業 

一般社団法人全国保育士養

成協議会及び社会福祉法人

日本保育協会 

75,000円を上限とする。 保育所等業務効率化推

進通知の別紙保育所等

業務効率化推進事業

（保育所等におけるＩ

ＣＴ化推進等事業）（令

和４年度第２次補正予

算分）実施要綱に基づ

き、保育士資格取得・

登録に係るオンライン

手続化を実施するため

に必要な経費 

10/10 

      



      

 送迎用バスの安全装置の設置

を行う事業 

法第 59 条の２第１項の規

定に基づく届出を行ってい

る認可外保育施設（法第６

条の３第 11 項に規定する

業務を目的とする施設（以

下「認可外の居宅訪問型保

育事業」という。）を除

く。） 

送迎用バス１台当たり 

175,000 円以内 

保育所設置支援通知別

添５保育環境改善等事

業実施要綱に基づき、

送迎用バスの安全装置

の設置を行う事業とし

て行うために必要な経

費 

10/10 

園児の登降園管理等システム

導入支援事業 

法第 59 条の２第１項の規

定に基づく届出を行ってい

る認可外保育施設（認可外

の居宅訪問型保育事業を除

く。） 

園児の登園及び降園の管理に関する機

能を有する機器を導入する場合 

１施設当たり 700,000 円 

 

※システムのみ導入する場合 

１施設当たり 200,000 円 

保育所等業務効率化推

進通知の別紙保育所等

業務効率化推進事業

（保育所等におけるＩ

ＣＴ化推進等事業）（令

和４年度第２次補正予

算分）実施要綱に基づ

き、認可外保育施設に

おける機器の導入を実

施するために必要な経

費 

4/5 

間接補助事業 保育体制強化事業 市町村 １か所当たり月額100,000円 

（ただし、保育支援者が児童の園外活

動時の見守り等にも取り組む場合、１

か所当たり月額 45,000 円を加算す

る。） 

保育人材確保通知別添

６保育体制強化事業実

施要綱に基づき、保育

支援者の配置に要する

経費 

1/4 

保育補助者雇上強化事業 市町村（中核市を除く。） １ 利用定員が121人未満の施設の場

合 

  １か所当たり年額2,328,000円 

※ 新子育て安心プラン実施計 

  画の採択を受けた市町村に 

あっては3,104,000円 

２ 利用定員が121人以上の施設の場

合 

  １か所当たり年額4,656,000円 

※ 新子育て安心プラン実施計 

 画の採択を受けた市町村にあ 

っては6,208,000円 

保育人材確保通知別添

７保育補助者雇上強化

事業実施要綱に基づ

き、保育補助者の雇上

げに要する経費 

7/8 

医療的ケア児保育支援事業 市町村（中核市を除く。） １ 看護師等の配置 

 ア 看護師等を配置して医療的ケア

を行う場合 

１か所当たり年額5,290,000円 

イ 看護師等を配置せず、保育士等

が医療的ケアを行う場合 

１か所当たり年額4,950,000円 

※ ただし、２名以上の医療的

ケア児の受け入れが見込まれ

る保育所等において、看護師

などを複数配置している場合

は5,290,000 円を、保育士等

を複数配置している場合は

4,950,000 円を加算する。 

２ 研修受講支援加算 

１か所当たり年額300,000円 

３ 保育補助者配置加算 

１か所当たり年額2,170,000円 

４ 医療的ケア児保育支援者配置 

加算 
１市町村当たり年額2,170,000円 

※ 看護師等又は喀痰吸引等研修の

課程を修了した者が担う場合、１市

町村当たり年額130,000 円を加算

する。 

多様な保育促進通知別

添３医療的ケア児保育

支援事業実施要綱に基

づき医療的ケア児保育

支援事業を実施するた

めに必要な経費 

3/4 

※３年後の医療

的ケア児の保育

所等の利用を希

望する人数（見

込み）に対し

て、医療的ケア

児の受入人数

（見込み）が上

回る整備計画書

を策定する場合 

は5/6とする。 



５ ガイドライン策定加算 

１市町村当たり年額560,000円 

６ 検討会等設置加算 

１市町村当たり年額360,000円 

 保育環境改善事業（障害児受

入促進事業、熱中症対策事

業） 

市町村（中核市を除く。） １施設当たり1,029,000円 保育所設置支援通知別

添５保育環境改善等事

業実施要綱に基づき、

障害児受入促進事業及

び熱中症対策事業の実

施に要する経費 

2/3 

 



別表第２（第８関係） 

区 分 条項等 提出書類及び添付書類 様 式 提出期日 

直接補助事業

（保育士資格

取得支援事

業） 

実施要綱別添１

の５の規定によ

る書類 

事業実施計画書 第１号 対象者が養成施設に入学した

日又は養成施設からの受講許

可を得た日のいずれか早い日

の属する年度の末日まで 

規則第４条の規

定による書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資格取得

支援事業）交付申請書 

１ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資格

取得支援事業）所要額内訳表 

２ 口座振替先報告書 

３ その他知事が必要と認める書類 

第２号 

 

第２号の１ 

 

第３号 

 

対象者が保育士証等の交付を

受けた後、勤務対象施設に勤

務を開始した日の属する月の

末日まで。ただし、やむを得

ない理由により当該期日まで

に提出できない場合は、この

限りでない。 

規則第６条第１

項第１号、第２

号及び第３号の

規定により承認

を受ける場合の

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資格取得

支援事業）変更（中止、廃止）承認申請書 

１ 事業実施計画書 

２ その他知事が必要と認める書類 

第４号 

 

第１号 

変更（中止、廃止）の理由が

生じた日から14日以内 

規則第13条第１

項の規定による

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資格取得

支援事業）請求書 

 １ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資   

格取得支援事業）精算書 

 ２ 完了報告書   

３ 勤務（予定）証明書 

４ その他知事が必要と認める書類 

第５号 

 

第５号の１ 

 

第６号 

第７号 

別に定める。 

直接補助事業

（新型コロナ

ウイルス感染

症に係る保育

所等事業継続

支援事業） 

規則第４条の規

定による書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（新型コロナウイ

ルス感染症に係る保育所等事業継続支援事業）交付申請

書 

１ 事業実施計画書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（新型コロナ

ウイルス感染症に係る保育所等事業継続支援事業）所

要額調書 

３ 振込口座の銀行名、支店名、普通及び当座の別、 

口座番号、名義人（フリガナ）が分かる部分の通帳 

の写し 

４ その他知事が必要と認める書類 

第12号 

 

 

第13号 

第13号の１ 

別に定める。 

 規則第６条第１

項第１号、第２

号及び第３号の

規定により承認

を受ける場合の

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（新型コロナウイ

ルス感染症に係る保育所等事業継続支援事業）変更（中

止、廃止）承認申請 

書 

１ 事業実施計画書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（新型コロナ

ウイルス感染症に係る保育所等事業継続支援事業）所

要額調書 

３ その他知事が必要と認める書類 

第14号 

 

 

 

第13号 

第13号の１ 

変更（中止、廃止）の理由が

生じた日から14日以内 

規則第13条第１

項の規定による

書類 

 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（新型コロナウイ

ルス感染症に係る保育所等事業継続支援事業）請求書 

１ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（新型コロナ

ウイルス感染症に係る保育所等事業継続支援事業）事

業実績報告書 

２ 事業完了報告書 

３ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（新型コロナ

ウイルス感染症に係る保育所等事業継続支援事業）精

算書 

４ 対象経費の支払証拠書類（領収書の写し等） 

５ 購入備品の写真 

６ その他知事が必要と認める書類 

第15号 

 

第16号 

 

 

第17号 

第18号 

当該事業を完了した日（規則

第６条第１項第３号に規定す

る事業の中止又は廃止の承認

を受けた場合には、当該承認

の通知を受理した日）から30

日を経過した日又は補助金の

交付の決定を受けた年度の３

月10日のいずれか早い日 



直接補助事業

（保育士資格

取得・登録に

係るオンライ

ン手続化事

業） 

規則第４条の規

定による書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資格取

得・登録に係るオンライン手続化事業）交付申請書 

１ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資 

格取得・登録に係るオンライン手続化事業）所要額

調書 

２ その他知事が必要と認める書類 

第19号 

 

第20号 

 

別に定める。 

規則第６条第１

項第１号、第２

号及び第３号の

規定により承認

を受ける場合の

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資格取

得・登録に係るオンライン手続化事業）変更（中止、廃

止）承認申請書 

１ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資 

格取得・登録に係るオンライン手続化事業）所要額 

調書 

 ２ その他知事が必要と認める書類 

 

第21号 

 

 

第20号 

変更（中止、廃止）の理由が

生じた日から14日以内 

規則第13条第１

項の規定による

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資格取

得・登録に係るオンライン手続化事業）請求書 

 １ 事業実績報告書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（保育士資 

 格取得・登録に係るオンライン手続化事業）精算書 

３ その他知事が必要と認める書類 

 

第24号 

 

第22号 

第23号 

 

別に定める。 

直接補助事業

（送迎用バス

の安全装置の

設置を行う事

業） 

規則第４条の規

定による書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（送迎用バスの安

全装置の設置を行う事業）交付申請書 

１ 事業実施計画書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（送迎用バス 

の安全装置の設置を行う事業）所要額調書 

３ 振込口座の銀行名、支店名、普通及び当座の別、口 

座番号、名義人が分かる部分の通帳の写し 

４ その他知事が必要と認める書類 

第25号 

 

第26号 

第26号の１ 

別に定める。 

規則第６条第１

項第１号、第２

号及び第３号の

規定により承認

を受ける場合の

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（送迎用バスの安

全装置の設置を行う事業）変更（中止、廃止）承認申請

書 

１ 事業実施計画書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（送迎用バス 

の安全装置の設置を行う事業）所要額調書 

３ その他知事が必要と認める書類 

 

第27号 

 

 

第26号 

第26号の１ 

変更（中止、廃止）の理由が

生じた日から14日以内 

規則第13条第１

項の規定による

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（送迎用バスの安

全装置の設置を行う事業）請求書 

 １ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（送迎用バス

の安全装置の設置を行う事業）事業実績報告書 

２ 事業完了報告書 

３ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（送迎用バス 

の安全装置の設置を行う事業）精算書 

４ 対象経費の支払証拠書類（領収書の写し等） 

５ 設置完了の写真 

６ その他知事が必要と認める書類 

第28号 

 

第29号 

 

第30号 

第30号の１ 

 

別に定める。 

直接補助事業

（園児の登降

園管理等シス

テム導入支援

事業） 

規則第４条の規

定による書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（園児の登降園管

理等システム導入支援事業）交付申請書 

１ 事業実施計画書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（園児の登降 

園管理等システム導入支援事業）所要額調書 

３ 振込口座の銀行名、支店名、普通及び当座の別、口 

座番号、名義人が分かる部分の通帳の写し 

４ その他知事が必要と認める書類 

第31号 

 

第32号 

第32号の１ 

別に定める。 

規則第６条第１

項第１号、第２

号及び第３号の

規定により承認

を受ける場合の

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（園児の登降園管

理等システム導入支援事業）変更（中止、廃止）承認申

請書 

１ 事業実施計画書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（園児の登降 

園管理等システム導入支援事業）所要額調書 

３ その他知事が必要と認める書類 

 

第33号 

 

 

第32号 

第32号の１ 

変更（中止、廃止）の理由が

生じた日から14日以内 

     



     

 規則第13条第１

項の規定による

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金（園児の登降園管

理等システム導入支援事業）請求書 

１ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金（園児の登降

園管理等システム導入支援事業）事業実績報告書 

２ 事業完了報告書 

３  岩手県保育対策総合支援事業費補助金（園児の登 

降園管理等システム導入支援事業）精算書 

４ 対象経費の支払証拠書類（領収書の写し等） 

５ 設置完了の写真 

６ その他知事が必要と認める書類 

第34号 

 

第35号 

 

第36号 

第36号の１ 

別に定める。 

間接補助事業

（保育体制強

化事業、保育

補助者雇上強

化事業、医療

的ケア児保育

支援事業及び

保育環境改善

事業（障害児

受入促進事業

、熱中症対策

事 業 ） ） 

規則第４条の規

定による書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金交付申請書 

１ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金所要額調書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金内訳書 

３ その他知事が必要と認める書類 

 

第８号 

第８号の１ 

第８号の２ 

 

別に定める。 

規則第６条第１

項第１号、第２

号及び第３号の

規定により承認

を受ける場合の

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金変更（中止、廃

止）承認申請書 

１ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金所要額調書 

２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金内訳書 

３ その他知事が必要と認める書類 

第９号 

 

第８号の１ 

第８号の２ 

変更（中止、廃止）の理由が

生じた日から14日以内 

規則第13条第１

項の規定による

書類 

岩手県保育対策総合支援事業費補助金請求書 

 １ 事業実績報告書 

 ２ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金精算書 

 ３ 岩手県保育対策総合支援事業費補助金内訳書 

 ４ その他知事が必要と認める書類 

 

第11号 

第10号 

第10号の１ 

第10号の２ 

別に定める。 

 


